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1. 序論 

 

1.1. 研究背景 

2019 年 4 月、学習者用デジタル教科書を制度化する「学校教育法等の一部を改正する法

律」等関係法令が施行された。文部科学省によると、ここでの「学習者用デジタル教科書」

とは、“紙の教科書の内容を、電磁的記録に記録することに伴って変更が必要となる内容を

除いて全て、そのまま記録した電磁的記録である教材”1）である。この法改正により、これ

までの紙の教科書を主たる教材として使用しながら、必要に応じて学習者用デジタル教科

書を使用できることとなった。 

また、教科書協会 2）の学習者用デジタル教科書ガイドブックによると、学習者用デジタ

ル教科書の制度化によりデジタル教科書は、“指導者用デジタル教科書（教材）、学習者用デ

ジタル教科書、学習者用デジタル教材の 3 種類に分類される。指導者用デジタル教科書（教

材）は“教師が電子黒板等で拡大提示をして使うものであり、教科書紙面や動画、アニメー

ションなどを内容として含んでいる”2）。学習者用デジタル教科書は“児童、生徒がタブレッ

ト端末などを用いて使うものであり、先述の通り紙の教科書と全く同じ内容”2）となってい

る。学習者用デジタル教材も“児童、生徒がタブレット端末などを用いて使うものであるが、

内容に動画やアニメーションを含んだもの”2）となっている。 

こういったデジタル教科書の課題について、デジタル教科書・教材の課題として、教科書

協会は“安心して快適に利用できる端末や通信環境等の整備、確実な供給（配信）のための

基盤整備、著作権法の権利制限規定の見直し、低廉に供給するための構造の検討、デジタル

教科書とデジタル教材等との連携、すべての児童・生徒が使えるビューアの開発” 3）を挙げ

ており、課題のひとつとしてビューアの問題がある。現在デジタル教科書のビューアが、教

科書出版社により異なることが、デジタル教科書の課題のひとつとして取り上げられてい

る。 

 

1.2. 先行研究 

1.2.1. 日本国内の先行研究 

日本国内でデジタル教科書の機能について扱った研究としては、指導者用デジタル教科

書について扱った研究や、特定の教科のデジタル教科書の機能について扱った研究などが

存在する。 

今井（2018）4）の研究では算数の指導者用デジタル教科書を扱っており、算数科教科書の

発行元である 6 社の指導者用デジタル教科書体験版に備わっている機能について考察を行
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っている。特に画面の拡大・縮小機能を使ったときに、定規ツールがどのように変化するの

かに焦点を当てており、“デジタル算数科教科書に備わっている画面の拡大・縮小機能を用

いると、それに伴って定規ツールの大きさが変化する場合と変化しない場合があるなど各

社ごとに定規ツールの機能は異なっている” 4）ことが分かった。 

入江（2016）5）も指導者用デジタル教科書の機能を調査した研究を行っている。コミュニ

ケーション英語Ⅰの指導者用デジタル教科書 5 冊についてその機能を調査し、装備されて

いる機能が教科書のレベルや目的に対応したものかどうか考察しており、“教科書によって

様々な違いがあることや、装備されている機能が教科書のレベルや目的に対応したものか

どうかについては見解が分かれるものになっていた”5）ことが分かった。 

また鈴木（2016）6）は ICT を活用した理科教育の在り方に関する基礎的知見を得るため、

デジタル教科書の機能を分析し、これからの学習指導について考察を行っている。小学校 6

年生の理科を事例として取り上げ、機能を分析した結果、“重点的に取り組むべき理科教育

における ICT の活用の観点は、「思考の可視化」、「瞬時の共有化」、「思考の繰り返し」の 3

つの学習場面だと考えられる”6）としている。しかし、デジタル教科書については“映像コン

テンツやデジタル教科書の機能に依存してしまい、実際に書く作業や、答えが書かれていな

い中で考える過程がおろそかとなり、書く力・考える力の育成につながらないのではないか

というような危惧もあるため、通常の教科書とデジタル教科書を使い分けることで、児童の

学びの充実につなげていくことが重要である”6）という考えも述べている。 

村井（2012）7）の研究では、電子黒板等の整備状況とデジタル教科書の動向を調査しフュ

ーチャースクール事業におけるデジタル教科書の活用状況と課題を考察しているが、その

中でも“通常の教科書とデジタル教科書をいかに使い分けていくかなどが課題になる”7）と

言及されている。また村井はデジタル教科書の課題として“教師の操作練習（教師の慣れ）

や児童の電子ペンの操作などへの慣れ” 7）についても言及している。 

このように国内の先行研究では、指導者用デジタル教科書の機能や特定の教科のデジタ

ル教科書を扱ったものは存在しているものの、学習者用デジタル教科書の機能を各出版社

で比較し、どのように開発していくかを検討している研究はない。 

 

1.2.2. 海外の先行研究 

海外の先行研究で、デジタル教科書の機能について扱っているものを見ていく。 

Kim ら（2010）8）の研究では、韓国の小中学校で使用されているデジタル教科書の標準

フォーマットを提案している。“韓国のほとんどのデジタル教科書のコンテンツが独自のド

キュメント形式を使用しており互換性がないが、デジタル教科書の標準の欠如は、デジタル

教科書を開発していくうえで主要な障害となる”8）ということで、韓国でデジタル教科書の

標準形式を提案している。“「紙の教科書の利点」、「検索やナビゲーションなどのマルチメ
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ディア学習機能の利点」、「オーディオビジュアル、3D グラフィックス、アニメーションの

利点」を統合したフォーマット”8）を開発している。 

KEMPE ら（2019）9）の研究では、スウェーデンの cDTB（Collaborative digital text books）

について、出版社 5 社の機能・デザインを比較した研究となっている。“スウェーデンの

cDTB がどのように設計されているか、cDTB は教師と学習者にどのようなアフォーダン

スを提供するか、これらはどのように教育と学習活動に影響するのか”9）を明らかにしてい

る。 

 また Nakajima ら（2013）10）の研究では各国で電子教科書に求められる代表的な機能を

先行研究から抽出し、実装している。認証、著作権、コンテンツ表現、関連情報、学習者に

よる情報の追加、学習支援、コンテンツとプラットフォームの制限、の 7 つのカテゴリーを

含む 52 項目の機能を 6 種類の電子書籍プラットフォームで実装し、iOS 上の iBooks3 で実

装した場合が最もうまく機能することを明らかにしている。 

 Taizan ら（2012）11）は 2012 年時点での日本と韓国のデジタル教科書の機能を比較し機

能を充実させるために、日本と韓国のデジタル教科書の特徴を明らかにする研究を行って

いる。“日本では、デジタル教科書は生徒の理解を助け、教師の説明を支援する機能の点で

優れており、韓国のデジタル教科書には、クラス外のコミュニケーションを含め、教師と生

徒との学習インタラクションをサポートするという利点がある”11）ことが分かった。 

 Gueudet ら（2018）12）は「接続性」をデジタル教科書の重要な機能として導入し、デジ

タル教科書を分類している。“統合型デジタル教科書、発展型デジタル教科書、インタラク

ティブなデジタル教科書という形で分類することができた”12）。 

 このように海外の先行研究では、デジタル教科書の機能を比較する研究や、デジタル教科

書に必要とされる機能を先行研究から抽出しているものがある。本研究ではこのような先

行研究から、機能の比較項目を作成し、学習者用デジタル教科書を比較していこうと考えて

いる。 

 

1.3. 研究目的 

2019 年 4 月に制度化され、紙の教科書と併用して使うことができることを定められた学

習者用デジタル教科書は現在ビューアが異なり、操作性も異なっている。このビューアによ

る機能の差異は、デジタル教科書の課題に挙げられているにもかかわらず、国内では学習者

用デジタル教科書の機能を各出版社で比較し、今後どのような機能を実施するべきか検討

している研究はまだ存在しない。 

そのため学習者用デジタル教科書を比較することで、現状としてどの程度学習者用デジ

タル教科書の機能・操作性に差があるのか、どういった機能が重要であると考えられるのか、

今後学習者用デジタル教科書を開発するにあたりどの程度の機能を共通して備えるべきな

のかを明らかにすることを本研究の目的とする。 
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1.4. 論文の構成 

本研究では、国内ではまだ研究の蓄積がない学習者用デジタル教科書について機能の比

較を行い、どういった機能が重要なのか、今後の開発への示唆を得ることを目的とする。 

1 章では、研究背景、先行研究、研究目的および本論文の構成について述べた。2 章では、

紙の教科書とデジタル教科書の動向について述べる。また、デジタル教科書の普及状況や、

現状と課題について整理し、学習者用デジタル教科書の問題点を明らかにする。3 章では研

究対象と研究方法を述べる。本研究では学習者用デジタル教科書の機能比較項目を先行研

究や出版社のパンフレットなどから作成した。この項目を用いて、学習者用デジタル教科書

のビューアを作成している企業へアンケート調査を行う。4 章ではアンケート調査の結果を

示す。作成した機能比較項目がいくつの文献で扱われているかを基に、それぞれの機能の重

要度を設定し、実装状態との比較を行った。5 章では、結果を踏まえて考察を行う。どうい

った機能が重要であるのか、今後開発していくべき機能はどういったものであるのかを検

討する。 
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2. デジタル教科書と紙の教科書の動向 

 

2.1. 教科書に関する現行の制度 

2.1.1. デジタル教科書に関する制度 

1 章で述べた通り、2019 年 4 月、学習者用デジタル教科書を制度化する「学校教育法等

の一部を改正する法律」等関係法令が施行された。この学習者用デジタル教科書の制度化に

関する法令としては、「学校教育法等の一部を改正する法律」、「学校教育法施行規則の一部

を改正する省令」、「学校教育法第 34 条第 2 項に規定する教材の使用について定める件」の

3 つが挙げられる。まず「学校教育法等の一部を改正する法律」では、“児童制度の教育の

充実を図るため必要があると認められる教育課程の一部において、紙の教科書に代えて学

習者用デジタル教科書を使用できること、視覚障害や発達障害そのほかの文部科学大臣の

定める事由により紙の教科書を使用して学習することが困難な児童生徒については、教育

課程の全部においても紙の教科書に代えて学習者用デジタル教科書を使用できること”13）が

定められた。さらに、「学校教育法施行規則の一部を改正する省令」と「学校教育法第 34 条

第 2 項に規定する教材の使用について定める件」では、学習者用デジタル教科書の要件と

して、“紙の教科書の発行者が紙の教科書の内容をすべて記録したものであること”13）を挙

げ、紙の教科書に代えて学習者用デジタル教科書を使用する際の基準として、“紙の教科書

と学習者用デジタル教科書を使用する授業は、各教科等の授業時数の 2 分の 1 に満たない

こと”13）としている。また、“授業の際には紙の教科書を使用できるようにしておくこと”13）

というのも、基準として挙げている。 

「デジタル教科書」の位置づけに関する検討会議 14）では最終まとめとして、デジタル教

科書の基本的な在り方が検討された。“デジタル教科書の学習内容は紙の教科書と同一であ

ることから改めて検定を経る必要はない”14）ということや、現行の教科書無償制度との関係

として、“紙の教科書とデジタル教科書の双方を無償措置の対象とすることは困難であり、

デジタル教科書については有償とすること”14）などが定められている。 

 

2.1.2. 紙の教科書に関する制度 

文部科学省の定めるところによると、教科書というのは正式には“「教科用図書」といい、

小学校、中学校、高等学校、特別支援学校などの学校で教科を教える中心的な教材として使

われる児童生徒用の図書”15）のことを指す。日本では原則として“学校教育における教科書

の重要性を踏まえ、原則として上記の学校では文部科学大臣の検定に合格した教科書を使

用しなければならない”15）ことになっている。 
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また、先述した通り学習者用デジタル教科書は現在有償ということになっているが、義務

教育で使用される紙の教科書には教科書無償給与制度が存在する。義務教育教科書無償給

与制度は、“憲法第 26 条に掲げる義務教育無償の精神をより広く実現するものとして、我が

国の将来を担う児童生徒に対し、国民全体の期待を込めて、その負担によって実施”16）され

ている。この制度は、“次代を担う児童生徒の国民的自覚を深め、我が国の繁栄と福祉に貢

献してほしいという国民全体の願いを込めて行われているものであり、同時に教育費の保

護者負担を軽減する”16）という効果を持っている。 

教科書の制度として他に挙げられるのは、検定制度である。日本では、“学校教育法によ

り、小・中・高等学校等の教科書について教科書検定制度が採用”17）されている。教科書の

検定とは、“民間で著作・編集された図書について、文部科学大臣が教科書として適切か否

かを審査し、これに合格したものを教科書として使用することを認めること”17）である。学

習者用デジタル教科書では、“紙の教科書と同じ内容であるため、改めて検定をする必要は

ない”14）となっている。 

教科書が使用されるまでの基本的な流れは、“著作・編集、検定、採択、発行（製造・供

給）及び使用”18）という形となっている。“小学校、中学校、高等学校の教科書の検定・採択

の周期は 4 年で 1 周”18）する。そのため、“文部科学省検定済み教科書は、通常４年毎に改

訂の機会があり、大幅な内容の更新が行われる”19）。2020 年度に使用される教科書について

は、小学校の教科書が改訂された新しい教科書となっている。一方で、中学校用の教科書に

関しては来年改訂された教科書が使用されるようになる。そのため中学校用の教科書に関

しては、学習者用デジタル教科書のビューアを刷新したり、学習者用デジタル教科書を新た

に発行したりする教科書出版社が存在する。 

 

2.2. デジタル教科書の変遷 

2.2.1. 教育の情報化の経緯 

松原ら（2018）20）によると、政府が「教育の情報化」に取り組むようになったのは、1984

年９月に設置された臨時教育審議会（総理府）の第二次答申からである。林（2019）21）は、

1985 年には第一次教育用コンピュータ整備計画がスタートし、国によるコンピュータ整備

補助金の予算枠が実現した、としている。 

平成 22 年度版情報通信白書 22）によると、2009 年 12 月 22 日には原口総務大臣が地域主

権型社会への転換を目指す「『緑の分権改革』推進プラン」と、ICT の利活用による持続的

経済成長の実現を目指す「ICT 維新ビジョン」の二つを原口ビジョンとして発表している。

2010 年 5 月には、IT 戦略本部 23）により「2020 年までに、情報通信技術を利用した学校教

育・生涯学習の環境を整備する」と閣議決定があり、本格的に教育の情報化が政府によって

進められるようになった。IT 戦略本部とは、“情報通信技術の活用により世界的規模で生じ
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ている急激かつ大幅な社会構造の変化に対応することの緊要性にかんがみ、高度情報通信

ネットワーク社会の形成に関する施策を迅速かつ重点的に推進する為に 2001 年 1 月に内閣

に設置された組織”23）である。 

また、2010 年にはフューチャースクール推進事業、2011 年には学びのイノベーション事

業が政府によって行われている。フューチャースクール推進事業は、2010 から 2013 年度

にかけて総務省事業として行われ、“教育分野の ICT 利活用を推進するため、全児童生徒 1

人 1 台のタブレット PC、全ての普通教室へのインタラクティブ・ホワイト・ボードの配備、

無線 LAN 環境、クラウドコンピューティング技術の活用等による ICT 環境を構築し、情報

通信技術面の実証研究を文部科学省と連携して実施”24）された。学びのイノベーション事業

は、2011 年度から 2013 年度にかけて文部科学省事業として行われ、“「教育の情報化ビジ

ョン」に基づき、21 世紀を生きる子供たちに求められる力を育む教育の実現を目的として、

総務省の「フューチャースクール推進事業」と連携のもと実施”25）された。両事業は、全国

で 20 校の小中学校及び特別支援学校（小学校 10 校、中学校 8 校、特別支援学校 2 校）を

実証校とし、“児童生徒に 1 人 1 台の情報端末、全ての普通教室に電子黒板や無線 LAN 等

が整備された環境において、ICT を活用した教育・影響の検証、効果的な指導方法の開発、

モデルコンテンツの開発等の実証研究を進めた”24）。 

また、現在は GIGA スクール構想 26）として、これまでの教育実践と ICT によって「学習

活動の一層の充実」、「主体的・対話定期で深い学びの視点からの授業改善」を実現するため

に環境整備が行われている。GIGA スクール構想 26）とは、1 人 1 台端末と、高速大容量の

通信ネットワークを一体的に整備することで、特別な支援を必要とする子供を含め、多様な

子供たちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化され、資質・能力が一層確実に育成

できる教育 ICT 環境を実現することと、これまでの我が国の教育実践と最先端の ICT のベ

ストミックスを図ることにより教師・児童生徒の力を最大限に引き出すことを実現させる

構想である。 

 

2.2.2. デジタル教科書導入の経緯 

高野（2014）27）によると、「デジタル教科書」として初めて製品化を試みたのは、2002 年

に東京書籍が製作した中学校の英語教科書をデジタル化したものであり、拡大表示やしか

け表示が効果的な題材だけを扱うが教科の全単元を万遍なく網羅する教材集「デジタル掛

図」だった。林（2019）21）は、デジタル掛図が発行されて以降、2004 年に電子情報ボード

の教育利用が行われるようになり、2005 年には光村図書から「デジタル教科書」が発行さ

れた、としている。 

政策については、文部科学省 28）が 2010 年 4 月に文部科学省が学校教育の情報化に関す

る懇談会を設置し、翌年 4 月に同懇談会が教育の情報化ビジョンを策定した。「教育の情報

化ビジョン」とは“文部科学省が教育の情報化に関する総合的な推進方策を取りまとめたも
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の”28）である。文部科学省 28）は「教育の情報化ビジョン」の中で、学びの場における情報

通信技術の活用において、指導者用デジタル教科書、学習者用デジタル教科書の開発、デジ

タル教材、ネットワーク環境について言及しており、子供たち一人一人の学習ニーズに柔軟

に対応でき、学習履歴の把握・共有等を可能とするような学習者用デジタル教科書の開発を

求めている。 

2010 年には、“全ての小中学生がデジタル教科書を持つという環境を実現し、課題整理や

政策提言、ハード・ソフト開発、実証実験及び普及啓発を進めるため”29）にデジタル教科書

教材協議会（DiTT）が発足した。デジタル教科書教材協議会は、2019 年 4 月 1 日付で超教

育協会と合併しており、現在は“提言、新学習・人材育成環境の設計、先端技術の教育利用

推進、ICT 教育の推進、EdTech ビジネスの支援、ICT・AI・IoT プロフェッショナルの育

成・確保、各団体の活動の活性化・広報支援、協力学校及び自治体との連携体制構築といっ

た事業”30）を行っている。2012 年には日本デジタル教科書学会が設立された。日本デジタ

ル教科書学会は、“現場の教師と研究者が相互に協力しながら、デジタル教科書・教材に関

する可能性や課題解決法の提案、デジタル教科書・教材を活用した授業実践研究を行い、国

内外を問わず、デジタル教科書・教材を推進する各種団体と積極的に連携して、我が国の教

育の発展に資すること”31）をめざしている。 

さらに 2013 年 9 月には、“教科書会社 12 社（大日本図書株式会社、実教出版株式会社、

開隆堂出版株式会社、株式会社三省堂、株式会社教育芸術社、光村図書出版株式会社、株式

会社帝国書院、株式会社大修館書店、株式会社新興出版社啓林館、株式会社山川出版社、数

研出版株式会社、日本文教出版株式会社）と、システム会社の株式会社日立ソリューション

ズの全 13 社で国内初の次世代デジタル教科書の共通プラットフォーム開発に取り組むため”

32）、コンソーシアム「CoNETS（コネッツ）」が発足している。 

2015 年 5 月の教育再生実行会議では、第 7 次提言の中で、“ICT 活用による学びの環境

の革新と情報活用能力の育成において、教科書のデジタル化の推進に向けて、教科書制度や

著作権などの課題について専門的な検討を行うこと”33）が提言されている。同時期に文部科

学省が、「デジタル教科書」の位置づけに関する検討会議を発足した。2016 年 10 月に「デ

ジタル教科書」の位置づけに関する検討会議 14）において、紙の教科書とデジタル教科書の

併用制を柱とした、「デジタル教科書」の位置づけに関する検討会議の最終まとめ、を取り

まとめた。 

 

2.3. デジタル教科書の現状と課題 

2.3.1. デジタル教科書の現状 

学習者用デジタル教科書の授業での使用を、教科ごとに授業時数の 2 分の 1 未満として

いる現行基準について、教育新聞 34）の記事によると、2020 年 10 月 23 日の閣議後会見に
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萩生田光一文科相は、「子供たちの発達状況に応じて、緩和を前提に見直しをしたらどうか」

と述べ、緩和に向けて検討を加速するよう担当部局に指示したことを明らかにした。このよ

うに学習者用デジタル教科書の授業での使用を、教科ごとに授業時数の 2 分の 1 未満とし

ている現行基準は見直しが求められており、“文科省ではこの使用基準を見直すべきかどう

かについて議論が行われた”35）。その結果政府は、“有識者の意見を踏まえて各教科の授業時

間数の 2 分の 1 未満とする文部科学省令などを改正し、授業で使える時間の制限をなくす

方針を固め、デジタル教科書の普及に向け 2021 年 4 月からの適用を目指している”36）。 

また、自民党の政務調査会は 2020 年 11 月 30 日、今年度の第 3 次補正予算案とともに検

討されている追加経済対策に関する提言をまとめた。教育新聞 37）によると提言には、小中

学校はもちろん高校でも国として 1 人 1 台の情報端末を整備することなどが盛り込まれ、

同日開かれた党文部科学部会では、赤池誠章部会長が「2022 年度までに 100%、1 人 1 台の

環境を目指したい」と強調した。政府は 2020 年 12 月 18 日、経済財政諮問会議を開き、“全

ての小中学校にデジタル教科書を 2025 年度までに普及すること”36）に言及しており、“紙の

教科書と同様に購入費を国が負担する検討も進められている”38）。 

 

2.3.2. デジタル教科書の導入状況 

図 1、表 1 はデジタル教科書の普及状況について、文部科学省が実施する「学校における

教育の情報化の実態等に関する調査」39）における指導者用デジタル教科書と学習者用デジ

タル教科書の整備状況のデータを示したものである。 

図 1 は指導者用デジタル教科書の導入状況を示している。義務教育学校におけるデータ

が 2016 年度からとなっているのは、小学校課程から中学校課程まで一貫して教育を行う義

務教育学校が 2016 年から新設されたためである。指導者用デジタル教科書についてはどの

校種でも、年々整備されている学校の割合は上昇している。全ての校種を合計した整備率を

折れ線グラフで示しているが、2014 年時点では 40 パーセントから程度となっているが、

2019 年度では 55 パーセントを超えており半数以上の学校で整備されている。 
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整備している
意向はあるが

整備できていない
整備していない

小学校 7.7% 27.7% 64.6%

中学校 9.2% 24.2% 66.7%

義務教育学校 8.8% 27.5% 63.7%

高等学校 5.2% 18.3% 76.4%

中等教育学校 3.1% 37.5% 59.4%

特別支援学校 8.6% 20.4% 71.0%

合計 7.9% 25.5% 66.6%

図 1. 指導者用デジタル教科書の整備状況（文部科学省 2014～2019） 

 

表 1. 2019 年度における学習者用デジタル教科書の導入状況 （文部科学省 2019） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 では学習者用デジタル教科書の整備状況を示している。学習者用デジタル教科書は

制度化されたのが 2019 年 4 月であるため、2019 年度のデータを表にまとめたものを作成

した。指導者用デジタル教科書が半数以上の学校で整備されるようになった一方で、学習者

用デジタル教科書は整備していると答えた学校はどの校種においても 10 パーセント未満と

なっており、全体で 8 パーセント程度になっている。意向はあるが整備できていないと答

えた学校でさえ、指導者用デジタル教科書の整備率を下回っており、全体で 26 パーセント

程度にとどまっている。 
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 このように文部科学省のデータを見ると、どの校種においても指導者用デジタル教科書

に比べて学習者用デジタル教科書は普及していないことが分かる。学習者用デジタル教科

書が制度化され教科書として使用することができるようになったのは 2019 年 4 月からで

あるため指導者用デジタル教科書に比べると普及していない可能性もあるが、学習者用デ

ジタル教科書を整備したいと考えている学校自体も少ない。 

 一方で、教科書協会 40）によると、2019 年度版小学校の学習者用デジタル教科書が 20

パーセントしか発行されていなかったが、2020 年度版小学校の学習者用デジタル教科書で

は 94 パーセント発行にまで増加し全ての教科で発行されているそうだ。東京新聞 41）でも

“来春（2021 年春）には小中学校の教科書の 95 パーセントで学習者用デジタル教科書が発

行される見込み”41）としており、ほぼ全ての教科書のデジタル版が発行される予定になっ

ている。 

 このように学習者用デジタル教科書は、2019 年 4 月に制度化され普及のための環境は整

えられつつあるものの、現時点では指導者用デジタル教科書に比べて普及していない。そ

こで本研究では、今後タブレット端末の整備や制度の改正など、普及に向けた動きが推進

されるだろう学習者用デジタル教科書に焦点を当てていく。 

 

2.3.3. デジタル教科書・教材の課題 

1 章で述べた通り、教科書協会が教科書発行の現状と課題の中で挙げているデジタル教科

書・教材の課題として、“安心して快適に利用できる端末や通信環境等の整備、確実な供給

（配信）のための基盤整備、著作権法の権利制限規定の見直し、低廉に供給するための構造

の検討、デジタル教科書とデジタル教材等との連携、すべての児童・生徒が使えるビューア

の開発” 3）があり、課題のひとつとしてビューアが挙げられている。また、ビューアについ

ては、文部科学省が行っているデジタル教科書の今後の在り方等に関する検討会議 42）の中

でも、標準的なインターフェースや機能の必要性が検討されている。同検討会議の中では、

“標準的に備えることが望ましい最低限の機能について、教科書の範囲なのか、教材として

提供するのかということをしっかり決めなければならない”42）としている。 

デジタル教科書導入の経緯で述べた通り、デジタル教科書として初めて製品化されたの

は、2002 年に東京書籍から発行された「デジタル掛図」という商品である。高野（2017）

27）によると、その後 2011 年に小学校向け指導者用デジタル教科書が各社から発行され、そ

の後も続けて中学校向け指導者用デジタル教科書、高等学校向け学習用デジタル教科書が

発行されてきた。高野（2017）27）は、発行されたデジタル教科書について、機能ボタンの

位置やデザイン、操作性は統一されたものではなく、画面の左右に配置したものや、画面の

下部に配置したもの、拡大時の表示位置の移動方法、書き込み機能の選択方法などが揃って

いなかった、としている。川島（2015）43）によれば、従来のデジタル教科書の一番の問題

は使い方がバラバラだったことで、主要 5 教科でも出版社が異なるのが一般的な教育現場
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では、端末やビューアの種類を問わず共通して教材が使える環境が求められているそうだ。

富士ソフト株式会社 44）もコラムの中で、“小学校は基本的には 1 人の担任の先生が全教科

を教えることになるが、教科によってビューアが異なると、先生や生徒はそれぞれの操作方

法を習得しなければならず、大変な負担になるとしている。 

実際 2013 年に、“教科や教科書会社によって異なっていたデジタル教科書の操作性を統

一し、様々な端末で使用できるマルチプラットフォームを開発することで、「デジタル教科

書のスタンダード」を目指し” 32）、日本の出版社 12 社と日立製作所で構成される CoNETS

コンソーシアムが発足している。しかしこの CoNETS は、“2019 年 4 月 1 日から学校教育

法等の法改正を機に、今後のビューアについては、コンソーシアムとして共同開発せず、加

盟各社で独自対応することになった”45）。現在は、ビューアが出版社により異なっている。 

このように、現在デジタル教科書のビューアが、教科書出版社により異なることが、デジ

タル教科書の課題のひとつとして取り上げられており、CoNETS の共同開発もストップし

てしまっている。そこで本研究では学習者用デジタル教科書の課題の中でも、ビューアにつ

いて扱っていく。 

 

2.4. 学習者用デジタル教科書に関するアンケート調査 

学習者用デジタル教科書について、児童生徒や教師へのアンケート調査を政府や研究所

などが行ったものがある。その中から学習者用デジタル教科書の機能に関係している調査

結果を見ていく。 

公益財団法人中央教育研究所（2015）46）は、各学校における情報機器の設置状況や教師・

児童生徒のデジタル意識を明らかにするためにアンケート調査を行った。教師への調査を

2015 年 10 から 11 月にかけて小学校・中学校併せて 1,107 名へ、児童・生徒への調査を

2015 年 11 月に小学校・中学校併せて 692 名へ行われた。 

松原ら（2018）20）は、「関心・意欲」、「知識・理解」、「協働学習」、「主体的な学び」の 4

つの観点からデジタル教科書が児童生徒に与えた影響を探るために、児童生徒に対するア

ンケート調査として 2018 年 3 月に小学校 4 年生と中学校 1 年生に実施した。また、教員に

対するアンケート調査を、同じく 2018 年 3 月に行い、デジタル教科書を使用することでど

んな効果があったか、今後の課題は何かを明らかにした。 

文部科学省（2019）47）は、2019 年 10 月から 12 月にかけて行われた、デジタル教科書の

効果・影響等に関する実証研究後に、教員 172 名、児童生徒 291 名にアンケート調査を行

った。 

 アンケート調査 20），46），47）から以下のことが明らかになった。 

学習者用デジタル教科書の機能の中で、児童生徒・教員が役に立ったと感じているものは、

暗記の手助け、図を動かせる機能、音声の再生、書き込み機能、文章に線を引く機能、書き

順を確認する機能、拡大機能が挙げられる。 
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教員がデジタル教科書に必要だと感じている機能としては、教科書本文・図版・写真等の

拡大ができる、動画を見ることができる、朗読・発音・音楽等を聞くことができる、本文に

線を引いたり、文字や数字を書いたりできる、児童生徒が教科書本文や図を加工して、レポ

ートや資料を作成することができる、などが挙げられる。 

最後に教員がデジタル教科書に期待する機能としては、個人の習熟度に合わせた学習が

できる機能（コースの選択など）、映像授業での予習復習、情報の共有や交換（協働学習）、

学習履歴の保存、指導者用デジタル教科書との連携、教員の負担軽減が挙げられた。 

 これらのデジタル教科書を使用する立場の教師や児童生徒の意見も、学習者用デジタル

教科書の機能についてみていく際に重要になると考えられる。 
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3. 研究対象と研究方法 

 

3.1. 研究対象の選定 

本研究では学習者用デジタル教科書のビューアに搭載されている機能を比較する。比較

対象とする学習者用デジタル教科書の決定には、文部科学省が公表する教科書目録のうち、

平成 31 年 4 月目録（平成 32 年度使用教科書）48）に掲載されている教科書を用いた。文部

科学省が公表している教科書目録は、小学校用教科書目録、中学校用教科書目録、高等学校

用教科書目録、特別支援学校用教科書目録が存在するが、特別支援学校用教科書目録には学

習者用デジタル教科書の発行の有無が掲載されていなかったため、対象から除いている。 

小学校、中学校、高等学校で使用されている平成 32 年度使用教科書のうち、学習者用デ

ジタル教科書を発行しているのが、開隆堂出版株式会社、学校図書株式会社、株式会社学研

教育みらい、教育出版株式会社、株式会社教育芸術社、株式会社新興出版社啓林館、株式会

社三省堂、一般社団法人信州教育出版社、大日本図書株式会社、株式会社帝国書院、東京書

籍株式会社、日本文教出版株式会社、株式会社光文書院、廣済堂あかつき株式会社、光村図

書出版株式会社、数研出版株式会社、日本教科書株式会社の 17 社である。 

平成 31 年 4 月目録に掲載されている教科書の中から学習者用デジタル教科書を発行して

いる教科書を抽出し、さらに学習者用デジタル教科書が発行されている場合ビューアに何

を使用しているかを表にしたものが表 2、3、4 のようになる。同じ出版社でも、校種によっ

てビューアが異なる場合があるため、小学校、中学校、高等学校で分けて表を作成した。 

各出版社がどの科目でどのビューアを使用しているかについては、直接出版社に問い合

わせた。改訂時期の問題などで校種によってビューアが異なる場合はあるものの、学年によ

ってビューアが異なる、といったことはなかった。また、同じ出版社が発行している学習者

用デジタル教科書の中で、科目によってビューアが違う場合はほとんど存在しなかったが、

数研出版株式会社では、数学では CoNETSViewer を使用しているものの、それ以外の科目

では数研出版株式会社が独自に作成したビューアを使用していた。 
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表 2. 小学校用デジタル教科書（平成 32 年度使用教科書） 

ビューア 出版社 科目名

開隆堂 英語、家庭、図画工作

教芸 音楽

学研 道徳、保健

廣あかつき 道徳

帝国 地図

信教 生活、理科

ひまわりポケット 光文 道徳、保健

ことまなビューア 三省堂 英語

まなビューア

英語、算数、生活、

理科
啓林館

超教科書

英語、家庭、国語、

算数、社会、書写、

生活、地図、道徳、

保健、理科

算数、社会、書写、

図画工作、生活、道徳

算数、生活、保健、

理科
大日本

日文

英語、国語、書写、

道徳
光村

東書
Lentrance Reader

英語、音楽、国語、

算数、社会、書写、

生活、道徳、理科

教出

みらいスクールプラットフォーム

学図
英語、国語、算数、

書写、理科
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表 3. 中学校用デジタル教科書（平成 32 年度使用教科書） 

ビューア 出版社 科目名

開隆堂 英語

啓林館 数学、理科

数研 数学

光村 国語

公民、地図、地理、

歴史
帝国

CoNETSViewer

英語、国語、数学、

理科
学図学図独自のビューア

ビューア 出版社 科目名

英語表現Ⅰ、英語表現Ⅱ、

コミュニケーション英語Ⅰ、

コミュニケーション英語Ⅱ、

コミュニケーション英語Ⅲ、

国語総合、古典B、

化学、化学基礎、

生物、生物基礎、

物理、物理基礎

数研数研独自のビューア

数学Ⅰ、数学Ⅱ、数学Ⅲ、

数学A、数学B
東書Lentrance Reader

英語会話、

英語表現Ⅰ、

英語表現Ⅱ、

コミュニケーション英語Ⅰ、

コミュニケーション英語Ⅱ、

コミュニケーション英語Ⅲ、

啓林館

数学Ⅰ、数学Ⅱ、数学Ⅲ、

数学A、数学B
数研

CoNETSViewer

表 4. 高等学校用デジタル教科書（平成 32 年度使用教科書） 
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表 5. 平成 32 年度使用教科書で用いられているビューア 

小学校用教科書 中学校用教科書 高等学校用教科書 開発会社

学図の独自ビューア 学校図書株式会社

ことまなビューア 株式会社三省堂

CoNETSViewer CoNETSViewer CoNETS

数研の独自ビューア 数研出版株式会社

超教科書 BPS株式会社

ひまわりポケット 株式会社光文書院

まなビューア 光村図書出版株式会社

みらいスクール

プラットフォーム
富士ソフト株式会社

Lentrance Reader Lentrance Reader 株式会社Lentrance

平成 32 年度使用教科書において学習者用デジタル教科書を発行している教科書出版社が

使用しているビューアは 9 種類であり、これらの出版社が使用しているビューアと、ビュ

ーアを開発している会社の対応状況は表 5 の通りである。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本研究では、学校図書株式会社が独自で開発しているビューア、ことまなビューア、

CoNETS Viewer、数研出版株式会社が独自に開発しているビューア、超教科書、ひまわり

ポケット、まなビューア、みらいスクールプラットフォーム、Lentrance Reader、の 9 種類

のビューアを比較する。 

 

3.1. 研究方法 

3.2. 機能比較項目の作成 

学習者用デジタル教科書のビューアを比較するために、先行研究の中でも、デジタル教科

書の機能全体を扱っている 4 つの研究 8），9），10），11）と教科書協会 2）がガイドブックの中で挙

げている学習者用デジタル教科書の機能、そして CoNETS のホームページ 49）に掲載され

ている機能の 6 つの文献から比較項目のリストを作成する。 

6 つの文献について、Kim ら（2010）8）の研究では、韓国の小中学校で使用されるデジタ

ル教科書の標準フォーマットとして 109 項目の機能を提案している。 KEMPE ら（2019）

9）の研究では、スウェーデンの cDTB（Collaborative digital text books）について、出版社

5 社の機能・デザインを 53 項目の比較表を作成して、比較している。また、Nakajima ら

（2013）10）の研究では各国で電子教科書に求められる代表的な機能 52 項目を先行研究か
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ら抽出しており、Taizan ら（2012）11）の研究では 2012 年時点での日本と韓国のデジタル

教科書の機能を比較し、日本のデジタル教科書について 18 項目の機能を挙げている。教科

書協会 2）の作成するガイドブックでは、学習者用デジタル教科書について、「基本機能」、

「特別支援機能」、「学習者用デジタル教材との一体的な活用」として 14 項目の機能が挙げ

ており、CoNETS のホームページ 49）では、デジタル教科書のスタンダードを目指して開発

された CoNETSViewer の機能が 13 項目紹介されていた。 

これら 6 つの文献間で同じ機能を示している項目を一つにまとめ、同じ文献の中で類似

している機能についてもまとめられるものは一つにまとめながら項目の一覧を作成した。

例えば、拡大機能と縮小機能を別の機能としている文献もあったが、それらは一つの機能と

考えて項目を作成した。また、本研究が対象としないデバイスに関する項目など、デジタル

教科書の機能とは直接関係のない項目などを除き、比較項目を精査する。例えば、デバイス

のサイズや重量、カリキュラム全体がカバーできているか、などはデジタル教科書の機能と

は関係ないため除いている。また、本研究では学習者用のデジタル教科書を対象に比較を行

っているため教師をサポートするための機能についても除いた。文献中項目数が少なく日

本のデジタル教科書に関して扱っている、一般社団法人教科書協会の学習者用デジタル教

科書ガイドブックと、CoNETS が開発したデジタル教科書の機能を参考に大項目の作成も

行った。 

また、網羅的な学習者用デジタル教科書の機能比較項目を作成するために、教科書出版社

のパンフレットを参考資料ひとつとした。パンフレットに記載されている主な機能の中で、

先行研究には記載されていない項目が存在した場合は比較項目に足すこととした。参考と

する教科書出版社のパンフレットとしては、学習者用デジタル教科書を発行している教科

書出版社 17 社（開隆堂出版株式会社、学校図書株式会社、株式会社学研教育みらい、教育

出版株式会社、株式会社教育芸術社、株式会社新興出版社啓林館、株式会社三省堂、一般社

団法人信州教育出版社、大日本図書株式会社、株式会社帝国書院、東京書籍株式会社、日本

文教出版株式会社、株式会社光文書院、廣済堂あかつき株式会社、光村図書出版株式会社、

数研出版株式会社、日本教科書株式会社）のうち、デジタル教科書のパンフレットが存在し

た開隆堂出版株式会社 50）、学校図書株式会社 51）、株式会社学研教育みらい 52）、教育出版株

式会社 53）、株式会社教育芸術社 54）、株式会社新興出版社啓林館 55）、株式会社三省堂 56）、一

般社団法人信州教育出版社 57）、大日本図書株式会社 58）、株式会社帝国書院 59）、東京書籍株

式会社 60）、日本文教出版株式会社 61）、株式会社光文書院 62）、廣済堂あかつき株式会社 63）、

光村図書出版株式会社 64）、数研出版株式会社 65）の 16 社である。学習者用デジタル教科書

のパンフレットには全ての機能は記載されていなかったが、先行研究には記載されていな

かった特別支援機能などを記載している企業もあったため、それらの機能を足していく。パ

ンフレットを用いて足した機能は、「画面の明るさを調整できる」、「行間の調整ができる」、

「分かち書きができる」、「図形の作成ができる」、「操作ログの保存ができる」、「音声の読み
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上げ速度を変更できる」、「音声の声の高さを変更できる」「音声の声の大きさを変更できる」、

である。 

上記の手順で項目を作成した結果、62 の機能比較項目が作成され、大項目は 9 つとなっ

た。1 つ目の大項目「閲覧」は、「画面の拡大・縮小ができる」や「背景色の変更ができる」

など 19 項目であり、閲覧の際に使用する機能となっている。2 つ目の「ページ移動」は、

「目次から目的のページへ移動できる」など 3 項目で、ページ移動の方法に関する機能、3

つ目の「入力」は、「教科書もしくは教材へペンによる手書き入力の追加・削除ができる」

や「教科書もしくは教材へスタンプの追加・削除ができる」など 13 項目で、学習者用デジ

タル教科書・教材へ情報を追加するための機能である。4 つ目の「保存機能」は「教科書紙

面への書き込みなどの保存ができる」など 4 項目で、情報の保存に関する機能、5 つ目の

「印刷・コピー」は「教科書本文を印刷できる」など 6 項目で、学習者用デジタル教科書・

教材を印刷・コピーするための機能となっている。6 つ目の「マルチメディアの操作」は「機

械音声による読み上げができる」や「動画・アニメーションの再生ができる」など 7 項目

で、音声や動画などのデジタル教材の使用に関する機能、7 つ目の「双方向性のメディア操

作」は「図形などの教材を触って動かすことができる」など 2 項目で、デジタル教材につい

てのインタラクティブな機能である。8 つ目の「連携」は「同じビューアを用いている教師

と学習者の端末間でデータの共有ができる」や「リンクからビューア内の辞書・参考図書へ

移動できる」など 5 項目で、端末間や教材間の連携に関する機能、9 つ目の「設定」は「ネ

ットワーク環境が整備されていない教室でも学習ができる」など 3 項目で学習者用デジタ

ル教科書の設定に関する機能となっている。 

これらの項目を用いて、学習者用デジタル教科書におけるビューアの機能比較を行って

いく。 

 

3.2.2. アンケート調査 

これらの項目を用いて、学習者用デジタル教科書ビューアの機能を比較していく。学習者

用デジタル教科書は児童生徒や教師以外は購入できない、となっている場合も多かった。教

科書出版社のホームページなどから学習者用デジタル教科書のサンプルが使用できる場合

もあったが、全ての機能が搭載されているわけではない。参考資料とした教科書出版社のパ

ンフレットも主な機能は記載されているが、パンフレットを使用するだけでは学習者用デ

ジタル教科書の全ての機能を把握することはできない。そこで本研究では、ビューアを作成

している企業へアンケート調査を行うこととした。 

機能の実装については、あらかじめビューアを作成している企業の方に、教科書出版社に

よって、同じビューアでも機能が違う場合があるのか、メールと電話で問い合わせを行った。

その結果、標準機能と、出版社が後から付け足すことができる機能があるとのことなので、
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「標準機能として実装されている」、「拡張機能として実装することもできる」、「実装予定で

ある」、「実装されていない」に分けて質問を行うこととした。 

アンケート調査は先述した通り、学校図書株式会社が独自で開発しているビューア、こと

まなビューア、CoNETS Viewer、数研出版株式会社が独自に開発しているビューア、超教

科書、ひまわりポケット、まなビューア、みらいスクールプラットフォーム、Lentrance 

Reader を作成している企業を対象として行う。それぞれ学校図書株式会社、株式会社三省

堂、CoNETS、数研出版株式会社、BPS 株式会社、株式会社光文書院、光村図書出版株式会

社、富士ソフト株式会社、株式会社 Lentrance の 9 社が対象となる。期間は 2020 年 12 月

18 日～2020 年 12 月 26 日とし、郵送、メールでの送付を行った。回答は Google フォーム

を用いて Web 上で行えるようにした。 

調査票については、企業名を記載する項目を作成せずに無記名で回答できるようにした。

そのため、企業ごとに調査票を作成し、回答用の URL も企業別に用意することで、どの企

業から回答があったかを判別できるようにした。 

 

3.2.3. 調査結果の評価方法 

 先述の通り機能の実装については、標準機能として実装されている、拡張機能として実装

することもできる、実装予定である、実装されていないに分けて質問を行った。実装予定で

ある、という回答は、実装されている、することもできる、という回答より重みを付けて評

価する必要がある。そのため、アンケート調査の結果を評価する際には、標準機能として実

装されている、という回答と、拡張機能として実装することもできる、という回答に対して

重みをつける。回答の重みのつけ方を等間隔とするかについては議論の余地があるが、本研

究では標準機能として実装されている、拡張機能として実装することもできる、実装予定で

ある、という回答がそれぞれ等間隔であると考えて、3 段階に分けて重みつける。標準機能

として実装されている、という回答を 3 とし、拡張機能として実装することもできる、とい

う回答を 2、実装予定である、という回答を 1 として評価を行うこととした。 

 これらの企業から回収した実装されている機能についての回答に、重みをつけたものを

現状学習者用デジタル教科書にどの程度機能が実装されているのかの達成度として評価す

る。 

 また、4 つの先行研究 8），9），10），11）と教科書協会 2）のガイドブック、CoNETS のホームペ

ージ 49）に掲載されている機能、の 6 つの文献と教科書出版社のパンフレット 50），51），52），53），

54），55），56），57），58），59），60），61），62），63），64），65）を基に作成した機能の比較項目を用いて、項目の

重要度を評価する。どの資料でも挙げられている機能はデジタル教科書にとって必須の機

能であると考えられるため、複数の参考資料で挙げられている機能は重要度が高く、1 つの

参考資料でしか挙げられていない機能は重要度が低いものとして評価をする。 
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6 つの文献に関しては、先行研究の中でもデジタル教科書の機能全体を扱っている研究や

ガイドブックを選んだため同じ重みで評価を行う。16 社分の教科書出版社のパンフレット

については、出版社によってパンフレットに記載されている機能の量に差があり、簡単に紹

介されている場合や、詳細まで記述されている場合があったため、ひとつの参考資料として、

まとめて使用することとした。6 つの文献と教科書出版社のパンフレット、合わせて 7 つの

参考資料を同じ重みで評価を行う。達成度については最大値が 21（3×7 社）であるため、

重要度についても 7 つの参考資料それぞれに 3 をかけて最大値 21 となるようにし、重要度

を表したものとする。 
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表 6. 学習者用デジタル教科書ビューアの機能比較項目 

一般社団法人教

科書協会

（2019）［2］

Kimら

（2010）

［8］

KEMPEら

（2019）

［9］

Nakajimaら

（2013）

［10］

Taizanら

（2012）

［11］

CoNETS

［49］

教科書パンフレット

［50］［51」［52］

［53］［54］［55］

［56］［57］［58］

［59］［60］［61］

［62］［63］［64］

［65］

閲覧

ビューア内（端末の設定とは別）で

画面の明るさを調整できる
〇

画面の拡大・縮小ができる 〇 〇 〇 〇 〇

文字サイズの変更ができる 〇 〇 〇

フォントのタイプが変更できる 〇 〇

行間の調整ができる 〇

文字色の変更ができる 〇 〇 〇 〇

背景色の変更ができる 〇 〇 〇 〇

ハイライトでの強調表現ができる 〇 〇 〇 〇 〇 〇

ハイライトの色の選択ができる 〇

ハイライトの太さの選択ができる 〇

ふりがなの表示・非表示を

選択できる
〇 〇 〇 〇

縦書き・横書きの切り替えができる 〇 〇

4. 結果 

 

4.1. ビューアの機能比較項目 

3 章で記述した通りに機能比較項目を作成したものが、表 6 である。どの参考資料に記載

されていたかが分かるよう、それぞれの項目が記載されていた参考資料には丸印を記入し

ている。 

 7 つの参考資料全てに記載されている機能は「簡単に前・次のページへ移動できる」、「ペ

ンによる手書き入力の追加・削除ができる」といった紙の教科書にも備えられている機能で

あった。7 つの資料のうち 6 つで挙げられている機能は「ハイライトでの強調表現ができ

る」、「動画・アニメーションの再生ができる」、「教師と学習者の端末間でデータの共有がで

きる」といったデジタル教科書特有の機能が挙げられた。こういった機能が学習者用デジタ

ル教科書では重要な機能となると考えられる。 
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教科書本文を単語・文節で分けての表記

（分かち書き）ができる
〇

画面の大きさに合わせて文字の

大きさ・行数を変更（リフロー表示）

できる

〇 〇 〇 〇

教科書本文の一部を非表示・表示で

切り替えることができる
〇 〇 〇

2つの教科書・教材を1つの画面上に

並べて閲覧できる
〇 〇 〇

タブによりビューア内の閲覧画面を

切り替えることができる

（教科書本文と教材等）

〇 〇 〇

教科書本文をキーワード検索できる 〇 〇 〇 〇

マルチメディア（動画もしくは音声など）

を一覧から探すことができる
〇

ページ移動

簡単に（ワンタッチもしくは

ワンクリックで）前・次のページへ

移動できる

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

目次から目的のページへ移動できる 〇 〇 〇 〇

ページ番号を入力して目的のページへ

移動できる
〇

入力

ノート（教科書紙面以外）の

追加・削除ができる
〇 〇

教科書もしくは教材へペンによる

手書き入力の追加・削除ができる
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

ペンの色の選択ができる 〇 〇

ペンの太さの選択ができる 〇 〇

教科書もしくは教材へテキストの

入力・削除ができる
〇 〇

教科書もしくは教材へ特殊文字

（数式など）の入力・削除ができる
〇 〇

教科書もしくは教材へ付箋の

追加・削除ができる
〇 〇

教科書もしくは教材へスタンプの

追加・削除ができる
〇 〇

教科書もしくは教材へブックマーク

（しおり）を追加・削除できる
〇 〇 〇 〇

教科書もしくは教材へ端末内の

画像データを読み込みできる
〇 〇

教科書もしくは教材へ、学習者が

Web上のHP等へのリンクを作成できる
〇 〇 〇 〇 〇

教科書もしくは教材へ図形の

作成ができる（作図機能）
〇

学習者の音声を録音・削除ができる 〇 〇

保存機能

教科書紙面への書き込みなどの

保存ができる
〇 〇 〇 〇 〇

ページ閲覧時間・タッチ操作等、

操作ログの保存ができる
〇
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前回使用時のページを保存し、

作業を再開した時に復元できる
〇

画像イメージのスクリーンショットの

保存ができる
〇

印刷・コピー

教科書本文を印刷できる 〇 〇

教科書への書き込みを含む、

教科書紙面を印刷できる
〇 〇

ノートを印刷できる 〇 〇

教科書本文のコピーができる 〇 〇 〇

教科書の文字を抜き出してカード状の

教材として使用できる
〇 〇

デジタル教科書内の画像をコピーできる 〇

マルチメディアの操作

機械音声による読み上げができる 〇 〇 〇 〇

音声（朗読・ネイティブの発音など）

の再生ができる
〇 〇 〇 〇 〇

機械音声もしくは音声の読み上げ速度

を変更できる
〇

機械音声もしくは音声の声の高さを

変更できる
〇

機械音声もしくは音声の声の大きさを

変更できる
〇

クリック・エラーの効果音の

選択ができる
〇

動画・アニメーションの再生ができる 〇 〇 〇 〇 〇 〇

双方向性のメディア操作

練習問題を解いた際の正誤判定を

自動で行うことができる
〇 〇 〇

図形などの教材を触って動かすことが

できる
〇 〇 〇 〇

連携

同じビューアを用いている教師と学習者

の端末間でデータの共有ができる
〇 〇 〇 〇 〇 〇

同じビューアを用いている学習者同士の

端末間でデータの共有ができる
〇 〇 〇 〇

リンクからビューア内のドリル・ワーク

へ移動できる
〇 〇 〇

リンクからビューア内の辞書・参考図書

へ移動できる
〇 〇 〇 〇 〇

リンクから別のアプリケーションへ

移動できる
〇 〇

設定

ネットワーク環境が整備されていない

教室でも学習ができる（教科書をDVD

からインストールできるなど）

〇 〇

コンテンツの更新を自動または手動で

できる
〇

複数の教科書・教材を一括管理できる

（本棚機能）
〇 〇
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4.2. アンケート調査の集計結果 

2020 年 12 月 18 日に、学校図書株式会社、株式会社三省堂、CoNETS、数研出版株式会

社、BPS 株式会社、株式会社光文書院、光村図書出版株式会社、富士ソフト株式会社、株式

会社 Lentrance の 9 社に調査票を送付し、2020 年 12 月 26 日までに 7 社からの回答を得る

ことができた。回答結果に重みづけを行い集計したものを表 7 に示す。3 章で述べた通り、

標準機能として実装されている、という回答を 3 とし、拡張機能として実装することもで

きる、という回答を 2、実装予定である、という回答を 1 という重みづけで学習者用デジタ

ル教科書が現在どの程度機能を実装しているのかの達成度として評価する。表 7 では、標

準機能として実装されている、拡張機能として実装することもできる、実装予定である、そ

れぞれの重みづけをした回答結果を足し合わせたものを合計としており、この合計を達成

度の値とする。 

実装予定かどうかについては企業秘密もあるため答えられない、という企業もあり、全体

的に小さい値となっている。「画面の拡大・縮小」や、「ページ移動」についての項目、「ペ

ンでの手書き入力」などの機能はどの企業でも標準機能として実装されていることが分か

る。また、設定についての、「ネットワーク環境が整備していない教室での使用」や、「コン

テンツの自動・手動更新」、「複数の教科書の一括管理」についても 7 社すべてで標準機能と

して実装されていた。 

アンケート調査の最後に補足で、質問項目以外の機能がある場合には記述してもらった。

その結果、資料を印刷する機能や、ツールバーの位置を変更する機能、端末内に保存されて

いる動画を開くためのリンクをデジタル教科書の紙面に追加することができる機能、画面

上にポインター（円形、矢じり形）を表示する機能、PDF ファイルを表示する機能や、全

画面表示でフルスクリーン表示ができることが挙げられていた。また、著作権制度に対応す

るために、印刷禁止という、印刷や画面保存時に製作者が指定した箇所を黒塗りにできる機

能や、クラウド配信に対応していることを挙げている企業もあった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



26 

表 7. アンケート調査の集計結果 

比較項目
標準機能として

実装されている

拡張機能として実装

することもできる

実装予定

である
合計

閲覧

［1］
ビューア内（端末の設定とは別）で画面の

明るさを調整できる
3 0 0 3

［2］ 画面の拡大・縮小ができる 21 0 0 21

［3］ 文字サイズの変更ができる 15 0 0 15

［4］ フォントのタイプが変更できる 15 0 0 15

［5］ 行間の調整ができる 15 0 0 15

［6］ 文字色の変更ができる 15 0 0 15

［7］ 背景色の変更ができる 15 0 0 15

［8］ ハイライトでの強調表現ができる 15 0 0 15

［9］ ハイライトの色の選択ができる 15 0 0 15

［10］ ハイライトの太さの選択ができる 3 0 0 3

［11］ ふりがなの表示・非表示を選択できる 12 2 0 14

［12］ 縦書き・横書きの切り替えができる 12 0 0 12

［13］
教科書本文を単語・文節で分けての表記

（分かち書き）ができる
12 2 0 14

［14］
画面の大きさに合わせて文字の大きさ・行数を変更

（リフロー表示）できる
15 0 0 15

［15］
教科書本文の一部を非表示・表示で

切り替えることができる
9 2 0 11

［16］ 2つの教科書・教材を1つの画面上に並べて閲覧できる 9 0 0 9

［17］
タブによりビューア内の閲覧画面を切り替えることが

できる（教科書本文と教材等）
15 0 0 15

［18］ 教科書本文をキーワード検索できる 3 0 0 3

［19］
マルチメディア（動画もしくは音声など）を

一覧から探すことができる
0 4 0 4

ページ移動

［20］
簡単に（ワンタッチもしくはワンクリックで）

前・次のページへ移動できる
21 0 0 21

［21］ 目次から目的のページへ移動できる 21 0 0 21

［22］ ページ番号を入力して目的のページへ移動できる 12 0 1 13

入力

［23］ ノート（教科書紙面以外）の追加・削除ができる 6 4 0 10
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［24］
教科書もしくは教材へペンによる手書き入力の

追加・削除ができる
21 0 0 21

［25］ ペンの色の選択ができる 21 0 0 21

［26］ ペンの太さの選択ができる 21 0 0 21

［27］ 教科書もしくは教材へテキストの入力・削除ができる 15 4 0 19

［28］
教科書もしくは教材へ特殊文字（数式など）の

入力・削除ができる
9 2 0 11

［29］ 教科書もしくは教材へ付箋の追加・削除ができる 12 2 0 14

［30］ 教科書もしくは教材へスタンプの追加・削除ができる 15 2 0 17

［31］
教科書もしくは教材へブックマーク（しおり）を

追加・削除できる
12 2 0 14

［32］
教科書もしくは教材へ端末内の画像データを

読み込みできる
12 2 0 14

［33］
教科書もしくは教材へ、学習者がWeb上のHP等への

リンクを作成できる
9 2 0 11

［34］ 教科書もしくは教材へ図形の作成ができる（作図機能） 9 2 0 11

［35］ 学習者の音声を録音・削除ができる 0 0 0 0

保存機能

［36］ 教科書紙面への書き込みなどの保存ができる 21 0 0 21

［37］
ページ閲覧時間・タッチ操作等、操作ログの

保存ができる
9 0 0 9

［38］
前回使用時のページを保存し、作業を再開した時に

復元できる
18 0 0 18

［39］ 画像イメージのスクリーンショットの保存ができる 9 0 0 9

印刷・コピー

［40］ 教科書本文を印刷できる 6 0 0 6

［41］ 教科書への書き込みを含む、教科書紙面を印刷できる 9 0 0 9

［42］ ノートを印刷できる 6 2 0 8

［43］ 教科書本文のコピーができる 6 0 0 6

［44］
教科書の文字を抜き出してカード状の教材として

使用できる
3 0 0 3

［45］ デジタル教科書内の画像をコピーできる 3 0 0 3

マルチメディアの操作

［46］ 機械音声による読み上げができる 18 0 0 18

［47］ 音声（朗読・ネイティブの発音など）の再生ができる 15 4 0 19

［48］ 機械音声もしくは音声の読み上げ速度を変更できる 15 0 0 15

［49］ 機械音声もしくは音声の声の高さを変更できる 3 2 0 5

［50］ 機械音声もしくは音声の声の大きさを変更できる 12 0 0 12
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［51］ クリック・エラーの効果音の選択ができる 3 0 0 3

［52］ 動画・アニメーションの再生ができる 18 2 0 20

双方向性のメディア操作

［53］
練習問題を解いた際の正誤判定を自動で

行うことができる
0 4 0 4

［54］ 図形などの教材を触って動かすことができる 9 6 0 15

連携

［55］
同じビューアを用いている教師と学習者の端末間で

データの共有ができる
3 2 0 5

［56］
同じビューアを用いている学習者同士の端末間で

データの共有ができる
3 0 0 3

［57］ リンクからビューア内のドリル・ワークへ移動できる 9 0 0 9

［58］ リンクからビューア内の辞書・参考図書へ移動できる 9 2 0 11

［59］ リンクから別のアプリケーションへ移動できる 6 0 0 6

設定

［60］

ネットワーク環境が整備されていない

教室でも学習ができる

（教科書をDVDからインストールできるなど）

21 0 0 21

［61］ コンテンツの更新を自動または手動でできる 21 0 0 21

［62］ 複数の教科書・教材を一括管理できる（本棚機能） 21 0 0 21

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

集計結果の概要を俯瞰するために、全ての企業が実装していて満点（3×7 社＝21）だっ

た場合に対しての、達成度の割合を大項目ごとに図 2 のグラフに示す。この満点に対して

の達成度の割合を、達成率とする。 

集計結果の中で、ネットワーク環境が整備していない教室での使用や、コンテンツの自

動・手動更新、複数の教科書の一括管理については、すべての企業で標準機能として実装さ

れていたため、設定に関する項目が達成率は最も高く、100 パーセントとなっていた。また、

ページ移動や保存機能についての項目も比較的達成度が高くなっていた。これらは教科書

協会の学習者用デジタル教科書ガイドブック４）の中でも基本機能として紹介されるような

機能であるため、多くの企業が機能を実装しているためだと考えられる。 

達成率が 50 パーセント以下だったのは「印刷・コピー」、「双方向性のメディア操作」、

「連携」である。「印刷・コピー」に関しては著作権制度の問題で実装していない企業が多

かったのではないかと考えられる。「双方向性のメディア操作」、「連携」を含め、項目の重

要度との関係について次章で考察を行う。 
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図 2. 実装されている機能の達成率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3. 重要度と達成度の比較 

3 章で示した通り、表 7 で示した集計結果で合計としたものを、学習者用デジタル教科書

が現在どの程度機能を実装しているのかの達成度を表したものとする。また、7 つの参考資

料を用いて作成した機能の比較項目一覧において、より多くの資料で挙げられていた項目

を重要であるとする。達成度について評価した結果と、項目の重要度について参考資料を用

いて評価した結果、さらに重要度と達成度の差を算出したものを表 8 に示す。 

「簡単に前・次のページへ移動できる」と「ペンによる手書き入力の追加・削除ができる」

は達成度 21、重要度 21 と、両項目とも満点だった。「画面の拡大・縮小ができる」という

項目と「書き込みなどの保存ができる」という項目は、達成度が 21 で満点となっており、

全企業で実装され、重要度も 15 と高かった。「画面の明るさを調整できる」という項目や

「デジタル教科書内の画像をコピーできる」という項目は重要度・達成度ともに 3 であり、

特に低かった。設定に関する項目は、達成度の評価は高かったものの、重要度は 3 や 6 と

低くなっており、差が 15 や 18 と大きくなっていた。連携の項目の中でも、「学習者同士の

端末間でデータの共有ができる」や「教師と学習者の端末間でデータの共有ができる」とい

う項目は、重要度は高いにもかかわらず達成度が低くなっており、その差が 13 や 9 と大き

くなっていた。 
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表 8. 重要度と達成度の比較 

比較項目 重要度 達成度 重要度ー達成度

閲覧

［1］
ビューア内（端末の設定とは別）で画面の

明るさを調整できる
3 3 0

［2］ 画面の拡大・縮小ができる 15 21 -6

［3］ 文字サイズの変更ができる 9 15 -6

［4］ フォントのタイプが変更できる 6 15 -9

［5］ 行間の調整ができる 3 15 -12

［6］ 文字色の変更ができる 12 15 -3

［7］ 背景色の変更ができる 12 15 -3

［8］ ハイライトでの強調表現ができる 18 15 3

［9］ ハイライトの色の選択ができる 3 15 -12

［10］ ハイライトの太さの選択ができる 3 3 0

［11］ ふりがなの表示・非表示を選択できる 12 14 -2

［12］ 縦書き・横書きの切り替えができる 6 12 -6

［13］
教科書本文を単語・文節で分けての表記

（分かち書き）ができる
3 14 -11

［14］
画面の大きさに合わせて文字の大きさ・行数を変更

（リフロー表示）できる
12 15 -3

［15］
教科書本文の一部を非表示・表示で

切り替えることができる
9 11 -2

［16］ 2つの教科書・教材を1つの画面上に並べて閲覧できる 9 9 0

［17］
タブによりビューア内の閲覧画面を切り替えることが

できる（教科書本文と教材等）
9 15 -6

［18］ 教科書本文をキーワード検索できる 12 3 9

［19］
マルチメディア（動画もしくは音声など）を

一覧から探すことができる
3 4 -1

ページ移動

［20］
簡単に（ワンタッチもしくはワンクリックで）

前・次のページへ移動できる
21 21 0

［21］ 目次から目的のページへ移動できる 12 21 -9

［22］ ページ番号を入力して目的のページへ移動できる 3 13 -10

入力

［23］ ノート（教科書紙面以外）の追加・削除ができる 6 10 -4

［24］
教科書もしくは教材へペンによる手書き入力の

追加・削除ができる
21 21 0

［25］ ペンの色の選択ができる 6 21 -15

［26］ ペンの太さの選択ができる 6 21 -15
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［27］ 教科書もしくは教材へテキストの入力・削除ができる 6 19 -13

［28］
教科書もしくは教材へ特殊文字（数式など）の

入力・削除ができる
6 11 -5

［29］ 教科書もしくは教材へ付箋の追加・削除ができる 6 14 -8

［30］ 教科書もしくは教材へスタンプの追加・削除ができる 6 17 -11

［31］
教科書もしくは教材へブックマーク（しおり）を

追加・削除できる
12 14 -2

［32］
教科書もしくは教材へ端末内の画像データを

読み込みできる
6 14 -8

［33］
教科書もしくは教材へ、学習者がWeb上のHP等への

リンクを作成できる
15 11 4

［34］ 教科書もしくは教材へ図形の作成ができる（作図機能） 3 11 -8

［35］ 学習者の音声を録音・削除ができる 6 0 6

保存機能

［36］ 教科書紙面への書き込みなどの保存ができる 15 21 -6

［37］
ページ閲覧時間・タッチ操作等、操作ログの

保存ができる
3 9 -6

［38］
前回使用時のページを保存し、作業を再開した時に

復元できる
3 18 -15

［39］ 画像イメージのスクリーンショットの保存ができる 3 9 -6

印刷・コピー

［40］ 教科書本文を印刷できる 6 6 0

［41］ 教科書への書き込みを含む、教科書紙面を印刷できる 6 9 -3

［42］ ノートを印刷できる 6 8 -2

［43］ 教科書本文のコピーができる 9 6 3

［44］
教科書の文字を抜き出してカード状の教材として

使用できる
6 3 3

［45］ デジタル教科書内の画像をコピーできる 3 3 0

マルチメディアの操作

［46］ 機械音声による読み上げができる 12 18 -6

［47］ 音声（朗読・ネイティブの発音など）の再生ができる 15 19 -4

［48］ 機械音声もしくは音声の読み上げ速度を変更できる 3 15 -12

［49］ 機械音声もしくは音声の声の高さを変更できる 3 5 -2

［50］ 機械音声もしくは音声の声の大きさを変更できる 3 12 -9

［51］ クリック・エラーの効果音の選択ができる 3 3 0

［52］ 動画・アニメーションの再生ができる 18 20 -2

双方向性のメディア操作

［53］
練習問題を解いた際の正誤判定を自動で

行うことができる
9 4 5

［54］ 図形などの教材を触って動かすことができる 12 15 -3

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



32 

連携

［55］
同じビューアを用いている教師と学習者の端末間で

データの共有ができる
18 5 13

［56］
同じビューアを用いている学習者同士の端末間で

データの共有ができる
12 3 9

［57］ リンクからビューア内のドリル・ワークへ移動できる 9 9 0

［58］ リンクからビューア内の辞書・参考図書へ移動できる 15 11 4

［59］ リンクから別のアプリケーションへ移動できる 6 6 0

設定

［60］

ネットワーク環境が整備されていない

教室でも学習ができる

（教科書をDVDからインストールできるなど）

6 21 -15

［61］ コンテンツの更新を自動または手動でできる 3 21 -18

［62］ 複数の教科書・教材を一括管理できる（本棚機能） 6 21 -15

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

達成度について評価した結果と、項目の重要度について参考資料を用いて評価した結果

を俯瞰するために、図 3，4，5，6 のグラフに示した。達成度についての結果を棒グラフで、

重要度についての結果を折れ線グラフで表している。全ての項目を 1 つのグラフにまとめ

ると見づらいため、4 つに分けてグラフを作成した。 

大項目に沿って図 3 のグラフを「閲覧」、図 4 のグラフを「ページ移動」と「入力」、図 5

のグラフを「保存機能」と「印刷コピー・マルチメディアの操作」、図 6 のグラフを「双方

向性のメディア操作」と「連携」、「設定」としている。   

達成度と重要度どちらも高くなっている機能は、重要度が高くビューアを作成している

企業も実装している機能であり、学習者用デジタル教科書にとって必要な機能であるとい

える。また、重要度と達成度の差をとった際に、重要度の方が高くプラスになっている場合、

その機能が重要だと考えられるが実装されていない機能であり、今後の開発で実装してい

くべき可能性のある機能であると考えられる。本研究ではこれらの、「重要度・達成度がと

もに高い機能」と「重要度は高く達成度は低い機能」に特に着目する。 

そのため、図 3，4，5，6 のグラフの中の達成度も重要度も高くなっている項目のうち両

方が 15 以上となっているものには青で、12 以上となっているものには水色で丸印をつけ

ている。12 を評価の基準としたのは、重要度では 7 つの参考資料中半数以上である 4 つの

資料で触れられている場合、達成度では 7 社中半数以上である 4 社が標準機能として実装

している場合の評価が 12 のためである。さらに 5 つの資料で触れられ、5 社が実装してい

る場合の評価が 15 であるため、15 をもう 1 つの基準として印をつけた。重要度と達成度の

評価が両方とも 18 以上となっている項目は少なかったため、文章の中で触れていく。一方

で、達成度に比べ重要度が高くなっている項目には赤で丸印をつけた。 
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大項目「閲覧」では、達成度・重要度ともに 15 以上となった項目が 1 つ、達成度・重要

度ともに 12 以上となった項目が 3 つ、達成度が重要度を下回った項目が 2 つだった。 

●達成度・重要度ともに 15 以上となった項目 

［2］画面の拡大・縮小ができる 

●達成度・重要度ともに 12 以上となった項目 

［6］文字色の変更ができる 

［11］ふりがなの表示・非表示を選択できる 

［14］画面の大きさに合わせて文字の大きさ・行数を変更（リフロー表示）できる 

●重要度が達成度を上回った項目 

［8］ハイライトでの強調表現ができる 

［18］教科書本文をキーワード検索できる 

 

「画面の拡大・縮小ができる」という項目は、達成度が 21 で満点となっており、全企業

で実装され、重要度も 15 と高かった。「教科書本文をキーワード検索できる」は、重要度は

12 と高かったが、実装は 1 社のみという状況であり、差が 9 と特に大きくなっていた。 

 

図 3. 実装されている機能と重要度の比較 

（閲覧） 
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大項目「ページ移動」、「入力」では、達成度・重要度ともに 15 以上となった項目が 2 つ、

達成度・重要度ともに 12 以上となった項目が 2 つ、重要度が達成度を上回った項目が 2 つ

だった。 

●達成度、重要度ともに 15 以上となった項目 

［20］簡単に（ワンタッチもしくはワンクリックで）前・次のページへ移動できる 

［24］教科書もしくは教材へペンによる手書き入力の追加・削除ができる 

●達成度、重要度ともに 12 以上となった項目 

［21］目次から目的のページへ移動できる 

［31］教科書もしくは教材へブックマーク（しおり）を追加・削除できる 

●重要度が達成度を上回った項目 

［33］教科書もしくは教材へ、学習者が Web 上の HP 等へのリンクを作成できる 

［35］学習者の音声を録音・削除ができる 

 

「簡単に前・次のページへ移動できる」と「ペンによる手書き入力の追加・削除ができる」

は達成度 21、重要度 21 と、両項目とも満点だった。「学習者の音声を録音・削除ができる」

という項目は達成度が 0 で実装している企業はなかった。 

図 4. 実装されている機能と重要度の比較 

（ページ移動・入力） 
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大項目「保存機能」、「印刷コピー」、「マルチメディアの操作」では、達成度・重要度とも

に 15 以上となった項目が 3 つ、達成度・重要度ともに 12 以上となった項目が 1 つ、重要

度が達成度を上回った項目が 2 つだった。 

●達成度、重要度ともに 15 以上となった項目 

［36］教科書紙面への書き込みなどの保存ができる 

［47］音声（朗読・ネイティブの発音など）の再生ができる 

［52］動画・アニメーションの再生ができる 

●達成度、重要度ともに 12 以上となった項目 

［46］機械音声による読み上げができる 

●重要度が達成度を上回った項目 

［43］教科書本文のコピーができる 

［44］教科書の文字を抜き出してカード状の教材として使用できる 

 

「書き込みなどの保存ができる」という項目は達成度が 21 となっており、全企業で実装

され、重要度も 15 と高かった。「教科書本文のコピーができる」と「教科書の文字を抜き出

してカード状の教材として使用できる」は重要度と達成度の差が 3 となっていた。 

図 5. 実装されている機能と重要度の比較 

（保存機能・印刷コピー・マルチメディアの操作） 
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大項目「双方向性のメディア操作」、「連携」、「設定」では、達成度・重要度ともに 12 以

上となった項目が 1 つ、達成度が重要度を下回った項目が 3 つだった。 

●達成度、重要度ともに 12 以上となった項目 

［54］図形などの教材を触って動かすことができる 

●重要度が達成度を上回った項目 

［53］練習問題を解いた際の正誤判定を自動で行うことができる 

［55］同じビューアを用いている教師と学習者の端末間でデータの共有ができる 

［56］同じビューアを用いている学習者同士の端末間でデータの共有ができる 

［58］リンクからビューア内の辞書・参考図書へ移動できる 

 

 達成度と重要度がともに 15 以上となった項目はなかった。「教師と学習者の端末間でデ

ータの共有ができる」と「学習者同士の端末間でデータの共有ができる」という項目は、重

要度と達成度の差が、それぞれ 13 と 9 となっていた。特に「教師と学習者の端末間でデー

タの共有ができる」は全項目の中で一番重要度から達成度を引いた際の差が大きくなった。 

 

図 6. 実装されている機能と重要度の比較 

（双方向性のメディア操作・連携・設定） 
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5. 考察 

 

5.1.デジタル教科書において重要な機能 

本研究では、学習者用デジタル教科書を比較することで、現状としてどの程度学習者用デ

ジタル教科書の機能・操作性に差があり、どういった機能が重要であると考えられるのか、

今後学習者用デジタル教科書を開発するにあたりどの程度の機能を共通して備えるべきな

のかを明らかにすることを目的として、ビューアを作成している企業へアンケート調査を

行った。62 の機能比較項目を用いて、重要度と達成度を比較した結果、「重要度と達成度の

両者が高い機能」や、「重要度が高いにもかかわらず実装されていない機能」を明らかにす

ることができた。 

達成度も重要度も高くなっている項目については、両方で評価が 15 以上となっているの

が、「画面の拡大・縮小」、「前・次のページへ移動」、「ペンでの手書き入力」、「書き込みの

保存」、「音声の再生」、「動画の再生」だった。12 以上となっていたのは、「文字色の変更」、

「ふりがな表示」、「リフロー表示」、「目次からのページ移動」、「ブックマーク」、「機械音声

による読み上げ」、「図形などを触って動かせる」、の機能だった。 

「画面の拡大・縮小」や「ページ移動の機能」、「ペンでの手書き入力」、「保存機能」につ

いては先述した教科書協会 2）の学習者用デジタル教科書ガイドブックで基本機能とされて

おり、紙の教科書でも行うことのできる機能となっている。そういった機能は学習者用デジ

タル教科書でも必須の機能であると考えられる。また、「文字色の変更」や「ふりがな表示」、

「リフロー表示」、「機械音声による読み上げ」などの機能は同ガイドブックで特別支援機能

とされており、子どもの特性に合わせて学習をするための機能となっている。教科書協会 40）

の挙げるデジタル教科書の課題として、すべての児童生徒が使えるビューアの開発、という

ものがある。様々な特性に関わらず利用できるビューアとするために、特別支援機能は必要

な機能であると考えられる。やはり学習者用デジタル教科書の基本機能と言われるような

機能や特別支援機能は標準機能として実装されるべき重要な機能であり、実際に実装され

ている。 

「音声の再生」や「動画の再生」、「図形などを触って動かせる機能」は紙の教科書に存在

しない、学習者用デジタル教科書にプラスアルファで存在する機能である。これらの機能は、

先行研究のアンケート調査 20），46），47）でも児童生徒、教師が役に立った機能として挙げられ

ている。教科書紙面以外のコンテンツのことを「デジタル教材」と呼ぶが、デジタル教科書

とデジタル教材を一体的に活用するための機能についても、学習者用デジタル教科書特有

の機能として必要であり、実際に実装もされているのだと考えられる。文部科学省 42）でも

デジタル教科書の効果を引き出すには、広くデジタル教材等との連携を行うことが必要で

ある、としている。 



38 

達成度に比べて重要度が高くなっている項目は、「ハイライトでの強調表現」と「教科書

本文のキーワード検索」、「HP へのリンクの作成」、「音声の録音機能」、「教科書本文のコピ

ー・抜き出し機能」、「練習問題の正誤判定機能」、「端末間でのデータの共有機能」と、「デ

ジタル教科書から辞書・参考図書への移動機能」である。これらの機能は学習者用デジタル

教科書の機能として重要であるにもかかわらず実装が行われていない機能である、といえ

る。 

「ハイライトでの強調表現」については重要度がかなり高かったにもかかわらず実装し

ている企業が 7 社中 5 社であったため、比べると達成度が低くなってしまった。ハイライ

ト機能は教科書を読みやすくする機能であるため、学習者用デジタル教科書には標準的に

実装される必要があるのではないかと考えられる。 

「教科書本文のコピー機能」や「抜き出し機能」については著作権の問題が関係している

のではないかと考えられる。アンケート調査の集計結果でも述べたが、今回質問項目に存在

しなかったが実装している機能として、印刷禁止という機能を挙げている企業があった。こ

れは著作権制度に対応するために、印刷や画面保存時に製作者が指定した箇所を黒塗りに

できる機能である。そのためこういったコピー機能などは、現段階では標準機能として実装

するのは難しいと考えられる。著作権に関係する機能以外では、「教科書本文のキーワード

検索」や「HP へのリンクの作成」、など紙の教科書にはないデジタル教科書特有の機能に

ついて、重要度に対して達成度が低くなってしまった。 

「端末間でのデータの共有」については、教師と学習者間、学習者間のどちらとも重要度

に比べ達成度が低くなっていたが、特に「教師と学習者の端末間でのデータ共有」が他の機

能に比べて、重要度と達成度の差が大きくなっていた。端末間でのデータの共有に関しては、

先行研究のアンケート調査 20），46）で、教師が学習者用デジタル教科書に期待する機能とし

て挙げられていた。具体的には、協働学習のために学習者用デジタル教科書の端末間で情報

の共有や交換できる機能や、指導者用デジタル教科書との連携など通信機能を用いた協働

学習機能の充実が期待されていた。協働学習を学習者用デジタル教科書の活用の方法とす

るのであれば、端末間でのデータの共有は今後実装が期待される機能のひとつなのではな

いかと考えられる。 

 

5.2. 今後の展望 

 今回、学習者用デジタル教科書のビューアを作成している企業へアンケート調査を行い、

大多数のビューアで実装されている機能やあまり実装されていない機能、重要度と比較し

てあまり実装されていない機能などを明らかにすることができた。 

基本機能や特別支援機能は重要度が高く実装されている、といった結果はもちろん、印

刷・コピーに関する機能や端末間のデータの共有といった機能は重要度が高いものの実装

されていない、ということが分かった。印刷・コピーに関する機能は著作権制度が絡んでく
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ると考えられるため、今後簡単に変更することはできない。しかし、学習者同士・教師と学

習者の端末間のデータ共有は、今後実装されることが望ましいのではないかと考えられる。   

先行研究の中で挙げられている学習者用デジタル教科書に期待される活用の方法として

“学習者用デジタル教科書を、情報の交換や共有を含んで、協働学習（話し合い活動）のた

めの手段としたい”46）というものが挙げられる。さらに、鈴庄ら 66）によると 2020 年は 新

型コロナウイルス感染症により学校の長期休業、分散登校など直接対面での授業機会が減

り、オンライン授業のニーズが急速に高まった。こういった“オンライン授業の急速な発展

はデジタル教科書・教材の強みを発揮する好機となりうる“66）ため学習者同士・教師と学習

者の端末間でデータ共有を行うことができるようになればさらに学習者用デジタル教科書

の価値を高めていくことができるのではないかと考えられる。 

本研究では学習者用デジタル教科書のビューアを作成している企業へ、機能についての

アンケート調査を行ったが、学習者用デジタル教科書のステークホルダーはほかにも多数

存在する。教科書出版社や教師、児童生徒だけでなく、教科書を採択する自治体の教育委員

会もステークホルダーとなる。こういった多数の切り口から、学習者用デジタル教科書が実

装すべき機能について今後も議論を行う必要がある。 
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